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Since the 1950s， research institutes and universities in Japan have been working on various 

types of fuel cells and hydrogen storage materials. Starting with the Sun Shine Project 

launched in 1974， a number of research activities were implemented as national projects. 

However， in the face of uncertainties regarding generation mechanism of fuel cells， 

characterization of materials and components of fuel cells， these research projects have not 

achieved scientific elucidation required for product development. It is only in recent years 

when the Japanese R&D program has promoted fundamental and scientific researches as a 

top prioritドDegradationphenomena do not become clear until a certain length of operation 

and the analysis of the operation results have been done. Evaluation of a fuel cell stack or a 

system is insufficiently fed back to neither material development nor a mechanism 

elucidation. One of the most serious obstacles for active feedback between academic 

researches and commercialization of fuel cell has been a lack of system that enables 

academics and manufacturers to share information and cooperate among themselves. Those 

important lessons show us that what needed the most now is to execute basic researches 

extensively and to evaluate technologies in a cooperative manner. 
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解説

1 .緒言

本稿は、現行の燃料電池・水素政策の概要と今後進め

るべき技術開発課題について述べるものである。まず、

現在実施中のフ。ログラムを概観し、次にH削年代以降の

技術開発政策を振り返り、諸外国における政策との比較

を行う。最後に INEDO燃料電池・水素シンポジウムj

で集約した意見に基づく今後の技術開発の方向につい

ての議論の展開を紹介する。

化戦略研究会報告、 2∞2年2月の小泉内閣総理大臣姿勢
方針t寅説、同年5月の副大臣プロジェクトチームの報告

書によりその政策的な重要性が認識され、それら提言、

方針に基づく政策プログラムが実施されている。

2. 現行の政策の概要

わが国における燃料電池の実用化に向けた開発は、

2∞1年の経済産業省・資源エネルギー庁・燃料電池実用

現行の水素エネルギーおよ間燃料電池に係る主要な

施策は、 2∞1年に制定された「固体高分子形燃料電池/
水素エネルギー利用フ。ログラムJ (現「新エネルギー技

術開発フ。ログラムJ)の中に束ねられている。プログラ

ムの下で、実施される技術開発は主に新エネルキー-産業

技術開発機構 (NEDO)が運営を受け持つ。このプロ

グラムの主な目的は、固体高分子形の燃料電池の普及に

ある。その施策内容は、それまで、実施されてきた新エネ

ルギー導入のためのニューサンシャイン計画に含まれ

ていた既存の技術開発プロジェクトを継承するものの
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パッケージと言ってもよい。個々のプロジェクトの実施

期間は、 20∞年度から2∞7年度まで、の聞にわたっている

が、研究開発テーマとしては2∞4年度で終了するものが

多い。これまで、行ってきた研究の成果から多様な新規要

素技術が開発され、システム技術、インフラ技術の整備

とあいまって水素社会の実現、燃料電池実用化の期待が

高まってきた。しかし、真の実用化には、なお触媒やセ

ルの劣化機構の解明など基礎研究に基づく技術革新が

不可欠で、短期的な問題解決に加え、長期的な取組みが

必要なことが明らかになってきた。そこでNEDOでは

学界、産業界の意見を集約し、長期的に燃料電池技術実

用化、水素のエネルギー利用拡大を図っていくため、関

係者の意見を集約し2∞5年度以降に実施する技術開発

課題の設定を行った。

このプログラムの他に、文部科学省によっても次世代

に実現されるであろう革新的な技術の研究開発が推進

されている。文部科学省は、電解質膜や角的某及びその複

合体であるMEAなどの固体高分子形燃料電池の重要

な要素技術について、高い研究目標を定め、産学連携に

よる研究開発を支援している。また、科学研究費補助金

や科学技術振興機構の戦略的創造研究推進事業等の競

争的資金を利用して、シーズ志向の斬新的な研究にも取

り組んでいる。

2. 1 r新エネルギー技術開発プログラムJ中の固体高分

子形燃料電池・水素エネルギー関係プロジェクト概要

このプログラムの目的は、エネルギー供給の安定化・

効率化、地球・地域環境問題の解決の手段として固体高

分子形燃料電池の早期実用化及び普及を図ることにあ

る。ここでは数値目標も掲げられており、燃料電池自動

車については、 2010年約5万台、 2020年約5∞万台、定置

用燃料電池については、 2010年2.2GW、2020年約100W

の導入を目指すとされている。それらが実現すれば市場

規模は、 2010年約1兆円、 2020年約8兆円、雇用規模は、

2010年約2万人、 2020年約18万人にまで成長すると推定

されている。また、 2030年にそれぞれ約15∞万台、

12.5GWとし、う見通しも付け加えられていた。

このプログラムには次の4つの主要プロジェクトがあ

り、燃料電池自動車及び定置用燃料電池が商品化するた

めに克服しなければならない課題を解決するための技

術開発及び安全上の規制を技術的に見直すためのデー

タ取得が行われている。

解説

(1)固体高分子形燃料電池システム技術開発事業(実施

期間2∞0・2∞4年度、 2∞4年度予算額43.3i意円)

ここでは、自動車用、家庭・業務用等に利用される固

体高分子形燃料電池の実用化・普及に向け、燃料電池を

構成する各要素技術、素材技体f等の開発を行うとともに、

システム化技術、量産化技術及び低コスト化技術の開発

を行う。

これまで実施したテーマは、①高温耐熱性電解質膜、

角的期言2層化MEA、索研更化系・熱可塑系材料によるカ

ーボン樹脂モールド、セバレータの試作及び評{面、②新規

素材による無加湿で高伝導度の電解質膜及び触媒の構

造の研究、③低白金担持電極のルテニウム合金化による

耐一酸化炭素被毒性の向上、④炭化水素系高分子膜の耐

久性向上、⑤金属セバレータの薄板化、耐食性向上、都

市ガス改質システムの貴金属触媒使用量低減、信頼性向

上、⑥PSA改質システムのIJ型化などである。

(お水素安全利用等基盤技術開発事業(実施期間

2∞3・2∞7年度、 2∞4年度予算額的億円)

ここでは、燃料電池の初期段階の普及を脱み、安全か

っ低コストな水素の製造・利用に係る技術を確立するた

め、水素の安全性の検証に必要なデータの取得等安全技

術の確立及び水素燃料インフラに必要な圧縮機等の関

連機器の開発を行う。WE-NETプロジェクト(後述)

のタスクの多くはここに引き継がれている。

この事業の中では、水素の利用拡大に必要な安全技術

基準の見直しのためのデータ取得も行っている。これは、

政府が安全基準に関し、 2∞2年10月に2頼回の規制再点

検実施を決定したことに対応するものである。水素イン

フラ関連が11項目、燃料電池自動車関連が12項目、定置

用燃料電池関連が5項目で、高圧ガス保安法、建築基準

法、消防法、電気事業法、道路法及び道路運送車両法に

基づく規制を見直すことになっているo2(旧4年度末まで

にこれらの規制を見直すために必要なデータを収集し、

関係省庁に提出する。収集すべきデータの中には、新た

に大規模な実験装置を作らなければならないものもあ

り、集中的な努力が行われてきた。 2∞4年9月までに水

素供給ステーション、車載高圧タンクの技術基準案が作

成された。
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(3)固体高分子形燃料電池システム普及基盤整備事業

(ミレニアムプロジェク卜)(実施期間2∞0・2∞4年度、

2004年度予算額25億円)

このプロジェクトでは、上記1(2)事業と並び、安全性・

信頼性等の基準・標準等の普及基盤を整備するため、デ

ータ収集、試験評価手法の確立及び基準・標準案の提案

を行う。これら2プロジェクトの事業は、 2∞5年度から

は「水素社会構築基盤劉首事業Jに一本化され実施され

る。

燃費計測手法の検討では、簡便かっ精度が期待できる

計測手法として電流法、圧力法、質量法、流量法などに

ついて検討した。本事業で、提案する標準セルを用いて、

水素燃粋性状に関しては、アンモニア、ベンゼンなどの

不純物の影響調査を行った。安全性試験に関しては、ガ

ス漏れ探知のために、知重類の水素用付臭剤を検討し、

濃縮による性能低下及び回復などを評価した。また、衝

撃時の燃料漏れ許容量の検討、高圧容器などの衝突・火

災安全性の検討、容若撒裂のメカニズ、ム解析を行ったo

標準化関係では、圏内標準と国際標準を整合させるため

に、本事業の成果を基におO江1(;22JSC21(電気自動車)、

ISO庁C197(水素技術)、 IEαrc105燃料電池)に対

して、標準化提案を行った。

基本性能試験として、負荷追従試験に係る計測・評価

手法、評価パラメータの検討、電磁波イミュニティ試験、

騒音測定法の検討、耐環境性能試験としてNaα影響試験

法検討及ひ燃料である都市ガスに窒素が混入した場合

の影響の検討を行った。

本プロジェクトで特筆すべきは、車両、高圧容器の火

災等の安全性を屋内で評価できる施設を世界で初めて

建設し、 2C胤年5月に竣工したことである。ここでは充

填最高圧力70MPa、最大容量ωLまで、の高圧水素容器の

火災試験、高圧容器の水素ガスサイクル試験(95MPa)、

ガス透過試験、水加圧破裂詞験 (3∞IMPa)、水加圧サ

イクル誤験u∞IMPa)などが実施可能である。これまでの

車両火災安全試験は、山中あるいは砂漠のオープンスペ

ースを利用してきたため、地理的条件、天候等の自然条

件により、再現性のあるデータの取得や、効率的な研究

実施が困難で、あった。今回、全天候型の燃料電池自動車

安全性評価試験棟 (HySEF)を財団法人日本自動車研

究所 (JAR  1)の敷地内に建設したことにより、今後

安全性の研究が飛躍的に加速され、国際標準化や規制整

備の場に於いても日本が主導的な役割を果たすことに

解説

貢献することが期待される。

(4)固体高分子形燃料電池システム実証等研究事業(実

施期間2∞2・2005年度、 2∞4年度予算額30億円)

本プロジェクトでは、環境性能、エネルギー総合効率

等のデータや技術的課題など開発・普及に必要となる基

礎的情報を得るため、水素供給ステーションの実証を含

む燃料電池自動車の走行実証試験、定置用燃料電池の実

使用条件での運転試験を行う。

水素供給ステーションの実証実験は、 JHFC(Japan 

Hy，也ugen& Fuel Cell Demons仕組onProj旬。として2∞5

年度までの予定で行われている。燃料電池自動車実証走

行に関しては財団法人日本自動車研究所が、水素供給設

備実証に関しては財団法人エンジニアリング振興協会

が実施主体となっている。インフラメーカー14社、自動

車メーカー8社が参加し、京浜地区の10箇所に設置した

水素製造、供給方式の異なる水素供給ステーションでの

水素供給試験及び燃料電池自動車、燃料電池パスの走行

研究を行っている。

また、財団法人新エネルギー財団は「定置用燃料電池

実証研究Jとして、環境条件等の異なる複数の試験サイ

トに固体高分子形燃料電、池コージェネレーションシス

テムを設置し、種々の実使用条件下で運転した場合の各

種データを収集する「運臨機jや、電力系統への影響

言判面データを収集する「系統車系影響評価試験」を実施

している。ここでは、直接水素を供給する燃料電池を用

いた実使用条件下での運転試験を実施している。 2∞生年

度は前年度に開始した全32試験サイトでの運転試験

等の継続実施に加え、 2箇所に新たに試験サイトを設置

した。

2.2その他の燃料電池開発プロジェクト

200生年度までの固体酸化物形燃料電池の開発では、湿

式円筒形及び一体積層形で、の熱自立モジュール開発、耐

索L種酷f生平板型セル・スタック及びアドバンス円筒形セ

ルで、の適用性拡大に関する研究が進められている。さら

に2∞4年度からは4年計画で10kWから2∞kW級のコージェ
ネレーションシステム及び数百kWの高効率コンバイン

ドサイクル発電システム及びシステム評価技術の開発

を始めたところである。

また、溶融炭酸塩形燃料電池の開発においては、 2∞4
年度を最終年度とする第III期実用技術開発において溶

融炭酸塩燃料電池発電システム技術研究組合及び参加

企業等が12気圧加圧による高性能ーモジュールの基本
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モジュール開発、 4気圧加圧小型発電システムの開発、

ショートスタックによる信頼性評価、次世代材料の研究

などに取り組んでいる。

さらに携帯機器用燃料電池として固体高分子膜を用

いた直接メタノール燃料電池の実用化の期待が高まっ

ているが、その高性能化、安全性の確保と向上、標準化

及び規制見直しのための技術開発を2∞3年度から2∞5年
度までの計画で実施している。

なおNEDOは2∞5年度から定置用燃料電池の大規模
実証事業を3ヵ年の予定で、実施する口

3.ニューサンシャイン計画以前の燃料電池開発政策

上記技術開発プロジェクトに含まれる課題の多くは、

5年程度の実施期間内のみで角卒決されるものではない。

燃料電池開発の歴史の中で、現時点は「これまでの長期

にわたる技術開発の積み重ねが、固体高分子型燃料電池

が特定の応用分野で商品化されることへの期待が高ま

った時期」と位置付けることができる。また、水素の製

造、貯蔵及び供給に関する捌f開発によるづ車の成果が

水素利用燃料電池の現実味をもたらしたことは言うま

でもない口

そこで、以下に固体高分子形燃料電池/水素エネルギ

ー利用プログラム以前の政策関?開発プログラム及び

2003年度まで実施されたWE-NETプロジェクトを概

観する。

3. 1 国立研究所等における先行的研究開発

1950年代に国立大学の中では、京都大学、大阪大学、

名古屋大学などが、また、民間企業においても三洋電機、

日立製作所、富士電機などが各種燃料電池の研究を開始

した。また、国立研究所では通商産業省に属する大阪工

業梯信機所、電子技術総合研究所、東京工業倒滞験

所(いずれも現産業技術総合研究所)などでも先行的な

研究が始まった。これらの研究所で、は1974年のサンシャ

イン計画開始以前に水素-酸素燃料電池、メタノール溶解

形燃料電池、ヒドラジン溶解形燃料電池、固体電解質燃

料電池、水素吸蔵合金などの研究が行われていた。

3.2 国家プロジェクトにおける研究開発の始まり

国家フ。ロジェクトとして最初の燃料電池技術開発は、

1956年にアメリカNASAによって始められたもので、

世界で初めて燃料電池が実用化された例も1965年の有

人宇宙船ジェミニ5号へのGE (General ElI拍e)社製

解説

固体高分子形附斗電池の搭載である。しかし、 196鮮に

始まるアポロ計画の有人宇宙飛行船(アポロ 7号、1968

年)及び1981年以降に最初に打ち上げられたスペースシ

ャトルにはユナイテッド・テクノロジー (UT社)のア

ルカリ形燃料電池が採用された。

1977年には Er官邸T R蹴 archand Development 

A出国国即油on(ERDA、後の米国エネルギー省DO

E)は、第一世代のリン酸形に続く第二世代の溶融炭酸

塩形、第三世代の固体電解質形(固体酸化物形)の開発

計画を開始した。

3.3本格的民生用燃料電池開発の始まり

H粉年代、米国では民生用燃料電池開発が本格化し、

まずリン酸形燃料電池 (PAFC)の研究開発が始められ

た。 1967年には、 UT社が資金負担をし、ガス、ガス/

電気会社のコンソーシアムが加わったTARGET

( Team ωAdvan田 R邸回凶1 for G郡白恐喝r

Transformation)によるノj型の燃料電池開発フ。ログラム"

un-帥日甲m"が始まり、 1971年には9電力会社がと

UT社が大型燃料電池の開発に取り組んだFCG-1

(Fuel Cell Genera加1r-1)計画が始まったo 日本でも実証

実験が行われ、前者では、東京ガスが筑波万博会場内と

鶴見の;跡プールlこ各1台、大阪ガスがレストランに2

台導入した。その後EPR 1 (El回国ePower R凶earch

h組制飴)はERDAとともにFCG-1での開発成果

を基に実証試験を行った。ニューヨークでの失敗の後改

良されたセルによるUT社製4.5MW実証プラントが東

京電力玉井火力発範代、定格運転に成功した(198特)。

また、 1979年にはDOEとEPRIの資金負担により、

GE社とUT社が大型溶融炭酸塩形燃料電池の要素技

術開発に着手した。

国内メーカーでは、 1971ぴ手代初めからムーンライト計

画の始まった1981年にかけて、三洋電機、富士電機、東

芝、日立製作所、三菱電機が電力会社、ガス会社ととも

にリン酸形燃料電池の本格的開発を開始した。 19鈎年代

になって溶融炭酸塩形、固体高分子形の本格的開発が始

まり、石川島播磨重工業、三菱重工業などが加わったO

4.わが国の国家プロジェクトにおける研究開発

前述のようにわが国の国家フ。ロジェクトが始まる以前

に工業技術完・大阪工業樹I'r試験所、電子技術総合研究
所、東京工業技術試験所等の先行的研究開発があった。

n可
u
q
u
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本格的な国家的水素プロジェクトの始まりは、 1973年の

第1次石油危機を契機として1974年に開始されたサン

シャイン計画(新エネルギー技術開発計画)の中の水素

エネルギー有効利用技術開発で、ある。ここでは、①電気

分解、熱化学法及び直接熱分解法・その他の水素製造、

②水素ガス、液体水素及び水素化物による水素の輸送・

貯蔵技術、③燃焼完Ij用、;側ヰ電池矛IJ用、動力利用及び化

学利用技術、④水素の保安技術及。⑤水素エネルギーシ

ステムといったテーマが取り上げられた。

その後1981年に始まったムーンライト計画(省エネルギ

ー技術開発計画)においては、米国と同様に第一世代の

リン酸形、第二世代の溶融炭酸塩形、第三世代の固体電

解質形(固体酸化物形)の本格的開発が行われた。

1993年には、サンシャイン計画、ムーンライト計画に地

球環境技術開発計画が加わり、ニューサンシャイン計画

に統合され、 3分野の技術開発が総合的~;:f鎚されるこ

とになった。ここでは太陽、地熱、石炭及び水素エネル

ギー技術の4大重点技術の研究開発が各々の実施計画

の下に進められた。水素エネノレギー技術分野には、燃料

電池技術の開発及び水素利用国際クリーンエネルギー

システム技術 (WE-NET)構想、も含まれていた。

4. 1サンシャイン計画からニューサンシャイン計画に至

るプログラムの主な成果

水素拠査においては、アルカリ水電解法による水素製造

パイロットプラントの開発、水素吸蔵合金、筒内噴射エ

ンジンシステムを搭載した水素自動車の試作走行実験、

石炭利用水素製造20t1dパイロットプラント研究が実施

された。燃料電池においては、 2∞kWi級リン酸形燃料電
池システムプラントの試作運転研究(19ω年)、 1∞IkW

級 (1992年)まで、スケールアップした加圧溶融炭酸塩形

燃料電池システムの定格発電試験(1992年)、 lkW級固

体酸化物形燃料電池モジュールの発電 (1995年)、 lkW

アルカリ形燃料電池の発電及び連続運転 (19例年)で成

果を収めた。

前述のように2∞1年以降、経済産業省の研究開発は、
「研究開発フ。ログラム方式」で実施されることとなり

「ニューサンシャイン計画jにある研究開発テーマの多

くは、 WE-NETプロジェクトを経て「新エネルギー

技術開発プログラムJに引き継がれ実施されている。

解説

4.2WE-NETプロジェクトと水素エネルギー導入の

考え方

1993年から2∞3年にかけて実施されたWE-NETプ
ロジェクト(水素エネルギー利用技術開発)は、 r 2 1 

世紀中ごろまで、に再生可能エネルギー起源の水素を利

用したエネルギー体系を実用化することJを目的にした

国家プロジェクトである。

システム評価に関する調査・研究として、将来、水素

の大量生産が可能となった場合のコスト低下の分析、

2020年までのエネルギー需給モデルによる水素導入シ

ナリオ分析、水素の漏えい、着火性、拡散、爆発等の実

験を行うとともにシミュレーションモデ、ルを構築して、

災害規模の推測などを行った。

水素製造、輸送関係では、水素供給ステーションでの

水電解装置製造、ボイルオフ(蒸発による損失)を低減

した液体水素コンテナの製造、金属材料の低温靭性向上

を行った。

水素吸蹴オ料関係では、水素吸蔵合金タンクシステム

の設計、製造、 V系水素吸蔵合金の開発・評価、Ti-α-
系水素吸蔵合金、ナノ複合化多層薄膜 (P，仙19fPd)の合

成、 Ca地系新合金について種々の元素糊日による特性

改善、無機系水素貯蔵討オ料ではアラネート (NaA旧4)、

シクロヘキサンやメチルシクロヘキサンなどのナフテ

ン系有機系水素貯蔵討オ料、ナノ構造化黒鉛の開発などを

千子った。

水素利用に関しては、オンサイト方式、オフサイト方

式合わせて3ヶ所の水素供給ステーションを建設し、充

填試験を行った。また水素デ、ィーゼ、ルエンジンの索効率

向上試験、排ガスNOx濃度低減研究を行った。

WE-NEI期間中の1993年、カナダのバラード・パワー・

システムズ社が、世界初の燃料電池パス走行を政府フ。ロ

グラムとして行った。これが固体高分子形燃料電池の自

動車への応用が俄然注目されるきっかiナとなった。しか

し、海外で、は水素内燃機関、固体高分子形及ひ守也のタイ

プの燃料電池を船舶、航空機用等に応用するニッチマー

ケットの研究も行われている。ところが、 WE-NET

では、さらに広い視野から、最適な場所で水素を製造し

て消費地まで輸送する世界的なシステムを作ることが

想定されていた。本格的な水素社会実現にはなお数十年

要するが、そこに至る筋道の見通しとそのために必要な

要素技術の開発を進めてきたのである。
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現在生産されている水素の主な用途は、石油精製や工業

用途であるが、エネノレギー源としてはほとんど用いられ

ていない。しかし、前述の政府による2030年における固

体高分子形燃料電池の普及見通しが実現すれば、 4ω億

Nm3、日本の全エネルギー需要の5%近くにあたる水素

が追加的に需要されることになる。それだけの量、要求

される純度、圧力等の性状をみたす水素を供給するため

には、製造、供給インフラに加えて、適切な安全基準の

策定が必要となる。

水素製造原料に関しては、エネルギーセキュリティ及

び地球環境重視としりた長期的観点から化石燃料起源、

再生可能エネルギーを含めた製造原料の多様化を図る

べきである。一方、輸送やオフサイト/オンサイトとい

った供給の形態については方式を絞っていくことが必

要である。それは産業を創成すべきとの観点からで、あっ

て、水素を中心としたクリーンエネルギ一体系に産業許蕎

造を転換するために必要なインフラ整備に係る投資は

合理化しなければならなし、からである。そのためにWE

-NETに至る開発プログラムでは技術アセスメント

と実証実験による検証が行われてきたのである。今後は

それらの成果に基づいてインフラ建設のための政策的

意思決定、投資の意思決定が行なわれることになる。

5.燃料電池・水素技術開発政策の将来展望

ここではまず、これからの燃料電池・水素政策のあり

方を考える上で前提として欠かせない諸点の分析を行

う。分析対象は、諸外国の水素エネルギー導入政策、燃

料電池・水素エネルギーの需要に関すること、また、供

給面では技術開発の主体となる産業界の動向である。そ

の上で、前節で述べた開発の歴史の中から学ぶべき点を

重視しつつ技術開発プロジェクト運営のあり方を考察

する。

5. 1 諸外国の水素技術開発政策との比較

主要先進各国は、競うように水素エネルギー導入計画

を作成し、ロードマッフ。策定などをエネルギー・環境政

策あるいは産業政策に盛り込みつつある。こうした動き

が今後長期的な燃料電池技術競争力に与える影響は大

きいものと考えられる。

(1)米国政策

米国エネルギー省 (DOE)は、 r2030年まで及び以

降の水素経済への移行に関する国家ビジョンJ (2∞2年

解説

2月)及び「国家水素エネルギーロードマップJ (同11

月)を発表し、長期的な水素・燃料電池推進政策の重要

性を打ち出した。さらに2∞3年1月にはブッシュ大統領
が「水素燃料イニシャティブ」を提唱した。この計画は、

2∞2年に開始された R明 domCAR(C初perati.ve
Au白，mobileR回earch)とあし、まって水素燃料電池自動車

を2020年までに普及させることを目的とする o

E明 domCARは、米国3大自動車メーカーとDOEの共同

高性能自動車開発プログラムで、低公害車開発・導入を

目指したPNGV(P紅白ershlp伽 aNew Generation of 

Vehlcles)を継承するものである。そのための今後5年間

の予算要求総額は17億ドノレ、うち燃料電池自動車及び水

素供給インフラ構築を目的とするものが12億ドルで、

2(泊4年度には2.7億ドノレを要求した。このブッシュ・イニ

シャティブは化石燃料から炭素を分離・隔離し二酸化炭

素排出フリーとする予算規模10億ドルの"Fu知E暇 n

Initiative" (2∞3年3月発表)とも関連している。これ
によって圏内資源によって自動車燃料の安定供給確保

を図ること及び国際条約の枠組みとは別に自国内で温

暖化効果ガスの排出削減を実現することも狙っている。

この計画の下で水素の供給ポテンシャルが最大限に発

揮されれば、 2似O年に11万バレル/日の原油消費を節減

できるとしている。

また、 DOEのプログラムにおける研究開発において

は、国立研甥庁の持つ高い基礎研究ポテンシャルと、プ

ロジェクト・フォーメーションにおけるプライム・コン

トラクターとサブ・コントラクターの組み合わせが技術

ブレークスルーに有効な垂直連携をもたらしていると

して注目する向きがある。これらの研究が真に質の高い

成果を生む有効なスキームであるかについては更に調

査を要する。

同じくDOEのSECA(Solid S阻旬Ene喝 7白nversion

Alliana)は、高性能SOFCシステム開発を目指すもので

ある。傘下の2国立研究所がコーディネートする3期計

1 0年間にわたる総額1.4億ドルのフ。ログラムである。 3

から10kWの発電システムのフ。ロトタイプと長期研究に

重点を置いた「コアテクノロジーフ。ロセスJから成る。

(め多国間協力の提唱

米国は、このように長期の環境対策及びエネルギー安

全保障政策の1つの柱として燃料電池自動車及び、水素

供給インフラの構築を位置付けているが、国際協力のイ

ニシャティブも発揮している。 2∞3年6月にDOEは、
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欧州委員会と燃料電池蹴?協力協定を締結した。さらに、

多国間協力の枠組として「水素経済のための国際パート

ナーシッフ。Jを日本など14カ国及びEUに呼びかけ、同

年11月には大臣会合を主催した。

また、国際エネルギー機関 (1EA)では、 197群手の

水素実施協定締結、 19鈎年の燃料電池実施協定締結以来、

数多くのタスクによる研究情報交換などの協力を進め

てきた。さらに、 2∞3年には水素調整委員会 (HCG)
を結成し、これらタスク及び関係実施協定との調整、協

力を図っている。

。)EU政策
EUでも、 2∞3年6月に欧州委員会と産業界のリーダ
ーが「水素エネルギーと燃料電池ピ、ジョンJ(HYI也rogen

Ene耶 Tand Fuel Cells -A vi国.onfor our Future)を取りま
とめ、技術プラットフォームの構築によってパートナー

シッフ。を構築するなど政策支援を強化する動きが見ら

れる。メンバー国の研究機関等が実施する水素インフラ、

水素安全、高温作動固体高分子形燃料電池など各種の研

究プロジェクトは、 2∞2年11月に開始された現行の第6
次フレームワークプログラムによる財政支援を受けて

いる。

CUTE (α.ean Urban Transpo此forEurope)は、 EU

横断的な燃料電池パス走行実証フ。ロジェクトで、オラン

ダ、スペイン、 ドイツ、英国、ルクセンブルク、スペイ

ン、ポルトガル及びスウェーデンに水素供給ステーショ

ンが設置されている。 α句mと呼ばれるタイプの全長
12mのパスが、 2∞3年5月の最初の導入以来これまでに
累計30台走行試験を行ってきた。

(4)その他各国の燃料電池・水素政策

上述のようにカナダは、燃料電池パス及び乗用車の走

行実証を国内及。ザト国で実施している。アイスランド、

ドイツ、中固などでも燃料電砂〈スの走行実証を中心と

したプロジェクトが実施中または計画されている。また、

バラード・パワー・システムズ社との高温作動高分子膜

開発など国内有力企業との研究開発も行われている。

(日ロードマップ策定の動き

米国には、 2∞2年から2(胤年にかけてDOEが発表し
た「水素ビジョン (ANational VISIon of Ameria's 

TransitionωaHydr句enEronomy -To 2030 and Beyond)、

「水素ロードマップ (NationalHydr腎enEne明 7

Roadmap， November 2∞，2 )、 「水素導入方針j
(HYI命。genPI凶加rePlan Februmy， 21∞4Plan)及ひミ改訂

解説

中の「研究開発・実証計画 (Multi-Yi即 R蹴倒1，

Development and Demons回 tionPlan Planned activitiω 

for2∞3-201ω があり、これらが一体となって国の水素
プログラムとして運営されている。また、 EUの上記ビ

ジョンには205併手にいたる水素・燃料電池ロードマップ

提案が含まれる。カナダ政府は、 2∞3年3月に発表され
た産業界主導の「燃料電池商業化ロードマップJ

(Canailian Fuel Cell Commercialization Roa也nap)作成

を支援した。英国では2∞3年2月のエネルギー白書「低
炭素社会の設立J (2∞3年2月)に続き、 DTIが財政
支援をするFuelCellUKは2∞3年5月、「英国の燃料電池
の展望J(Afuelall吋旦.onfor也eUK-出e面sts飴p)を発表、

2023年までの燃料電池導・普及見通しを示した。他にも

韓国、ノルウェー、オーストラリア、フランス、インド

などが水素政策を国家計画中に位置付けている。インド

では政府がロードマッフ。作成を行っている。カリフオル

ニア州では2∞4年4月にシュワツェネガ一知事が水素交
通社会の創成を目指す"Hydrc麿en日出wayNetwork" 

を発表した。さらに、 2∞4年7月に提出されたUC
Berkeleyなどの執筆による"AnIn飴gra飴dHydrogen 

V国.onfor Caliあm白"は水素社会実現のために必要な研

究開発や水素導入の経済・環境の側面を論じている。オ

ノ¥イオサ十|政府は、同州の科学技術促進プログラムである

第3期フロンティアプログラムの中に燃料電池産業育成

5カ年計画を置いている。 2∞4年9月には向こう5年間の
「オノ¥イ刻、|、|燃料電池ロードマップjを発表した。

このように近年世界各地で、ロードマップに基づ、き、

計画的な水素・燃料電池の開発、導入及び普及を図る政

策が急速に立案されている。

5.2 需要面で考慮すべき諸点

わが国の固体高分子形燃料電池開発については、前述

の「プログラムjで対象とされている自動車用及び家庭

用定置形での実用化に向けて、高性能化、コスト低減及

び而す久性の向上を目指した開発が行われている口プログ

ラムの前提となっている供給見通しが実現されるため

には開発される製品に対する需要の創出も必要である。

そのためには、ガソリン自動車やハイブリッド自動車と

の性能・経済性比較あるいは燃料電池コージェネシステ

ム導入による電力、ガス使用量の節約を消費者がどう評

価するかが鍵である。

高温形燃料電池である固体酸化物形、溶融炭酸塩形は、

自家発電、分散型電源、での使用が当面の応用分野とみな
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されている。それらの普及は、小規模・分散電力需要の

伸びに大きく左右されるが、長期的には電力の再生可能

エネルギー使用比率を高めていくための担い手として

期待される。海外では電力の自由化に伴う新たな電気事

業 (IPPなど)の進展や発電への再生可能エネルギー使

用義務などによる需要面からの牽引がある。また、水素

エネルギー導入による温暖化ガス排出抑制策の効果が

評価されることによって燃料電池導入が推進されてい

る状況も参考になるだろう。

5.3考慮すべき産業界の動向

欧米には、ベンチャーや大手企業の一部門として固体

高分子形のみならず多種の燃料電池の製造・販売及び水

素供給を事業とする企業が数多く前生する。それらの企

業の売上げ収入額は伸びてきてはし、るが、販売先は政府

等の研究機関や一部の大手企業に限られている。また、

大部分の企業は巨額の研究開発費支出により収支は赤

字となっており、キャッシュフローがマイナスになって

いる企業も多い。北米主要企業の財務状況を分析してい

るPriawaterhouaO刃pers社は、 2∞3年に2∞1年以降初
めて営業収入が研究開発費支出をかろうじて上回った

と報じた。また、長期的な市場創成を確信する投資市場

が中心となってこれら企業の事業を支援していると分

析している。

一方、我が国は燃料電池産業や水素供給産業が発達し

ているとは言えない状況にある。しかし、近年のNED

Oプロジェクトの充実もあり、産学における研究開発は

近年急速に進展している。また我が国に多く荊生する材

料や部品、研究開発用の実験装置や測定装置を供給する

企業が成長し、今後の産業の発展に寄与する地盤を形成

することも重要である。

長年にわたって燃料電池の研究開発、商業化に向けた

実証が数多く行われて来た結果、燃料電池システム普及

への期待が高まっている。それに伴って要素技術開発は

大きく進展した。しかし、実用的な規模のスタックある

いはシステムを開発する段階では、耐久性不足、コスト

高が商業化への極めて高しV¥ードノレとなっている。こう

した課題の解決には、運転時のセル内挙動の可視化、劣

化機構の解明などの基礎的な研究も必要と考えられて

いる。一方、これらの課題は材料開発や発電梯討毒の研究

など基礎研究の段階で出現するものでなく、セル、スタ

ックあるいはシステムを長時間運転して初めて問題が

明らかになる場合が多い。したがって、スタック、シス

解説

テムメーカーと素材、部品メーカーあるいは大学等の研

究機関の間で製品データゐ評価データを交換できなけれ

ば、開発課題を明確にし、有効な研%Ill題を集中的に研

究することが可能にはならない。それが可能になれば技

術ハードルをブレークスルーする道が開けてくる。しか

し、燃料電池産業が確立されていない現在、システムメ

ーカーも材料メーカーも互いにビジネス上のパートナ

ーシッフ。が長期的に固定されていないので、技術情報の

開示範囲を狭いものに限定あるいはカタログデータ以

外はまったく示さないといったことが通例である。

5.4今後の技術開発プロジェクト運営のあり方

前節に述べた状況に鑑み、政策上のプロジェクト運営

は長期的に技術開発課題を適切に捉えたものでなけれ

ばならず、次の諸点に留意すべきである。

(1)燃料電池導入シナリオを踏まえた技術開発の推進

(ロードマップ化)

政府が示した燃料電池導入シナリオでの技術目標を

大枠として、技術的ブレークスノレーを実現するための具

体的な研究開発プログラム作りを行う。このため、現行

のプロジェクトから明らかにされつつある課題、あるい

はこれまで開示されなかった技術上の問題からも研究

開発テーマを設定する必要がある。また、実施中にも継

続的レヴュー、目標の見直し及び適切な技体育翠択を行う

ことをあらかじめフ。ログラム化しておく。

α)国際的優位の確立に向けた技術開発レベルの確保
燃料電池は、エネルギー・環境分野のキーテクノロジ

ーとして各国共通の関心分野であり、技術力の優位を目

指した先進国間の開発競争が激化してきている。米国等

の技術開発動向を把握し、国際協力の榊且みの中核を占

めることに注力する。

(3)評価技術の確立及び標準化のための技術開発の推進

評価デー夕、製品データの非開示が技術ブレークスル

ーの障害になっているが、これを解決あるし、は緩和する

ために有効な手段は、統一的な評価方法の確立や材料、

部品等の性能、試験方法等の標準化を進めることである。

公的評価機関ないし基礎研究を実施する中立的研究機

関による矧面、角勃庁にも梯i-y開発の進捗を促す効果が期

待できる。何故ならばこれらによって、供給先あるいは

供給元からのデータ提供によらなくても自社で評価が

可能となる範囲が拡大し、機密とすべき技術情報の範囲

は真に企業間競争上必要な範囲に限定され、共有できる

情報量が増すとともに研究資源を未踏査分野に集中で

内
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きるからである。さらに公的機関を介在して材料メー

カーとシステムメーカーの垂直連携を促すことも考慮

する。こうした連携の実例は、リチウムイオン電池の性

能・寿命評価(電池総合特性評価及び而用年妻女加速評価

技術)と要素技術開発の連携における産業技術総合研究

所、財団法人電力中央研究所が電池メーカーに対して果

たしている役割に見られる。

現行プログラムの中核にある固体高分子形燃料電池

開発は、リン酸形燃料電池等が欧米技術のキャッチアッ

プρから始まったのと同じく、北米の技術のキャッチアッ

プ。からから始まった。そのため、まず外形的なエンジニ

アリングの習得が多分に先行し、次に要素技術の開発が

続き、劣化やコストダウンとしりた技術上の課題のブレ

ークスルーを図るために必要な基礎科学に立ち返った

研究の着手が後になった、というリン酸形燃料電池開発

と同じ歴史を辿っている。固体高分子形については、既

存のNEDOプロジェクトでもそうした基礎科学の分

野も既に着手しているが、研究開発体制については、過

去の教訓に習う必要がある。すなわち、システムサイド

から出てくる課題を適切に科学的研究にフィードパッ

クする共同研究体制を構築すること及び学術的研究機

関、公的研究機関を適切に活用するということである。

5.5今後の技術開発政策の役割

水素を利用する固体高分子形燃料電池の実用化は、自

動車用、定置用、携帯情報機器用の分野において燃料電

池技術開発が活発化していることから、早晩、初期の市

場投入が可能な技術レベルに到達するものと見込まれ

る。一方、本格的実用化の実現のためには、さらに抜本

的なコストダウン並びに耐久性、性能及び信頼性の向上

を図ることが不可欠である。既にしてつかの企業にとっ

ては研究開発期間が長期化し、投資回収が遅れることが

財務上の負担となってきている。国全体として効率的な

研究開発投資となるよう、固と産業レベルの研究開発の

役割分担を整理しながら、国家レベルの技術開発内容、

技術開発目標の最適化を図ることが必要である。

そのため、 NEDOでは渡辺政康氏(山梨大学大学院

教授、クリーンエネルギー研究センター長)を委員長と

する「燃料電池・水素技術委員会」を設置し、 2∞5年度
以降の技術開発の方向性について有識者の意見集約を

行った。

まず、技術開発課題設定については、 INEDOが産

学との認識共有化を図り、産業界のニーズに則した技術

解説

開発プロジェクトを実行するとともに社会全体として

の効率的な投資が行われることが必要」との認識のもと

で、検討を行った。その結果、技術マッフ。を作成、共有す

ることとし、 「技術開発ロードマッフ。産学会議開催J等

により戦略的な技術開発ロードマッフ。の共有化を図り、

「シンポジウム開催」によって具体的な技術開発課題、

技術開発目標を設定する一連のプロセスを提案した。

次に、プロジェクトの形成過程についての検討を行っ

た。 NEDOの技術開発委託事業は、公募が原則である

ものの、早期に確実な成果を出すとともに技術開発を核

とした国内産業形成によって産業の自立的な発展を促

すためには「フ。ロジェクト・メイキングの段階において

も関係者の積極的関与が有効で、はなし、か」との認識が示

された。具体的には、大学、企業、公的研究所からなる

共同研究、システムメーカーと部品、材料等メーカーと

の連携及び中小規模の企業の技術開発への参画を促進

するための倣且み、産学連携強化のための倣且み作りと

いった一連のフ。ロジェクト形成プロセスを提案した。

さらに、技術開発実施体制についても、垂直連携型、

並行開発型、競斜句公募型等を用意し、自動車、電気機

器、エネルギー供給といった応用分野毎の産業界の実状

に応じた研究開発実施体制を採用することも提案した。

今後、公的な燃料電池・水素技術開発事業において、

こうした産業育成を積極的に推進することになる。

また、具体的な研貯課題については、 NEDOが原案

を提示する一方、関係企業、産業界、大学、国研等の研

究機関からの提案を受けてプログラムを策定すること

とした。 2∞4手7月に開催したシンポジウムには各界か
ら200を超える数の提案がNEDOに寄せられ、今後

の技術開発方針についての討論を行った。シンポジウム

は、固体高分子形燃料電池、高温形燃料電池及び水素技

術の3つのセッションからなり、それぞれ本間琢也氏

燃料電池技術開発情報センター常任理事)、江口浩一

氏(京都大学大学院初受)及ひ沼田健三氏(財団法人エ

ネルギー総合工学研究所フ。ロジェクトリーダー)が座長

を務めた。

その結果、飛躍的な技術進歩につながる科学の領域の

研究開発に取り組む必要性やこれまでにない連携によ

る共同研究のあるべきとの考え方が共有された。具体的

には次のとおり。

固体高分子形閥斗電池の分野では、①産業技術総合研

究所、財団法人日本自動車研究所及び評価や分析に必要
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な能力を有する大学等の研究機関を中心とした劣化要

因/スタック性能評価ネットワーク作り、②研究開発の

ためのロードマップ作り及び高温作動を可能とする材

料開発等の高性能燃料電池の要素技術開発が提唱され

た。また、固体酸化物形燃料電池に関しては、セル・ス

タック劣化メカニズムを早期に解明し、解決すべきこと

を、水素利用技術に関しては、有望な新知宇蔵材料開発

への重点化を図るべきとの議論が展開された。また、研

究開発スキームとしては、①垂直連携型等課題を意識し

た研究開発・フォーメーションの系由党、②材料メーカー、

スタックメーカーなどでのデータの共有とその活用を

図るべきとの議論が展開された。

具体的な提案例にはNMR、中性子線などを用いた燃

料電池運転中の水の挙動を観察する新規計測技術、解析

技術に基づく横断的劣化解明や発電・劣似樹蕎解明のた

めのシミュレーション角噺、触媒、電解質膜の新材料探

索研究などがある。これら科学分野の研究テーマの提案

は技術ブレークスルーをもたらす技術開発プロジェク

トにつながる可能性がある。また、基礎的研究分野では、

他の科学領域の研究や海外の研究の先進的事例から進

展の可能性を模索することが欠かせない。したがってこ

うしたテーマの提案は、分野横断的共同研究や国際共同

研究としりた形態も含め、 2∞5年度以降の新規フ。ロジェ
クトとして発展することが期待される。

6. まとめ

(1)燃料電池の特徴とポテンシャルの発揮

燃料電池には、高効率発電が可能で環境特性に優れる

という特徴がある。そのポテンシャルの発揮のためには、

耐久性向上と低コスト化が要求されるが、それらの実現

のために技術上のブレークスルーが必要で、あり、その方

策は、基礎に立ち返った科学的研究を行うことである。

(め技術開発の現況の把握

技術的課題を克服するには劣化現象解明など基礎研

究を充実させる必要性が高い。しかし、関係機関に技術

囲い込み、評価データの非開示の傾向が強いため連携が

不十分であること、研究開発を実施する機関における研

究開発資金、人材不足といった問題が障害になっている。

(お国際競争と国際協力

世界各国で燃料電池・水素技術開発国家フ。ログラムの

策定が行われており、国際的競争激化と国際協力が同時

解説

に進展している。 IEAや多国間協力枠組みの利用に加

え、二国問、研究機関聞の研究協力も模索していくこと

が必要である。

(制水素導入ロードマップと技術開発プログラム

燃料電池の実用化、普及と水素経済社会の実現のため

には長期プログラムを策定し、明確な政策意思決定に基

づく技術開発計画が実行され、開発支援が行われなけれ

ばならない。同時に技術開発主体間の連携体制の構築が

不可欠で、科学的研究へのフィードバックが有効になさ

れるよう関係者間の連携を図っていくべきである。
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